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研究成果の概要（和文）：　本研究では、現在では様々な分野に散らばる食関連政策を統合するために、各地域
で住民参加型の「食と農の未来会議」を設置することを実践的な目標としてきた。秋田県能代市と京都府亀岡市
において、食と農にかかわる地域のステークホルダーを集め、「30年後の理想の食卓」をテーマにしたワークシ
ョップを実施した。30年後の食の理想像が2つの地域で大きく異なることがわかるとともに、地域の未来の食を
計画するために技術予測、人々のつながり、地域課題などが基準とされることを導いた。それぞれの調査地にお
いて「食と農の未来会議」の起点となるネットワークも生成した。

研究成果の概要（英文）：The aims of this study are to establish the Japanese version of local ‘Food
 Policy councils’ becoming popular in the North American countries, and to elucidate the process 
and difficulties in making such an organization in Japan, implementing participatory workshops with 
stakeholders who have important roles of agri-food system in the local context. Conducting two 
series of workshops that focused on the ideal meals in 30 years into the future at Noshiro city in 
Akita and Kameoka city in Kyoto, the study found out the great difference in the images of ideal 
future meals between two cases, and that some guidelines such as technological forecasting, 
relationships among local residents and local social issues are activated in the planning of local 
agri-food future. Besides, planning the future proved to be a tough task for local lay people in 
general. The opportunity, however, motivated participants to develop further initiatives forwarding 
to local ‘Food Policy Councils.’

研究分野： 食料・農業社会学
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１．研究開始当初の背景 
 増加し続ける地球人口と食料の不平等配
分は、途上国における飢餓問題を引き起こし
ている。他方、先進諸国では美食や食の安全
がメディアを賑わせると同時に、経済格差に
起因する貧食や安価な高カロリー食に依存
した肥満が社会問題となっている。これら対
照的な問題の発生は、多国籍アグリフードビ
ジネスによるグローバルな食農システム支
配によって、密接に連結されている（Carolan, 
Michael, 2012, The Sociology of Food and 
Agriculture. Routledge）。60％を超える食料を
輸入に依存する日本も、そうしたグローバル
な食農システムの中に浸っている。 
 他方、日本における大量の食料輸入は、有
機物の移動という点で環境に大きな負荷を
及ぼしている。環境負荷の低減を目的として、
それを測定する方法も開発されている。生産
時に必要となる水を指標とするバーチャル
ウォーター、運搬距離を指標とするフードマ
イレージ、総合的なエネルギー使用量を測定
するＬＣＡ（Life Cycle Assessment）などであ
る。 
 現行の食農システムをめぐる問題は、この
ように政治経済学、環境負荷など多方面から
分析され、成果として明らかになってきてい
る。しかし、それらの知識が私たちの日常的
な食選択行動に影響を与えているかという
と決してそうではない。食選択行動は、私た
ちの空腹を満たす点で‘待ったなし’の性質を
もち、慎重な判断ができないことも多い。消
費者主権は確保されていても、そもそも選択
の範囲が既存の食農システムに大きく依存
しているので、その制約によって意図する選
択ができない場合もある。そして、日々の食
選択の積み重ねによって食習慣が形成され、
それに従えばさしあたり身体が維持される
ため、自らの食選択が農業の生産現場や環境
に影響を及ぼすことなど、意識にのぼらない
状況が広がっている。 
 しかし、食農システムにおいて、最終段階
の消費者は最大数のステークホルダーであ
り、本来は、その段階における選択によって
食農システム全体を大きく左右する地位に
ある。最大数でありながらもっとも組織化さ
れていない消費段階の選択行動に働きかけ
ることにより、より持続可能な食農システム
へと社会変革する道筋を考えられないか。研
究の出発点はここにある。 
 
２．研究の目的 
食農システムにおいて最大数のステークホ
ルダーである消費者を起点として、食選択を
めぐる倫理的行動規範の現状と問題点を明
らかにし、日本における食倫理行動拡大の可
能性について、住民参加をキーワードにアク
ションリサーチ手法を取り入れながら、実践
的に追究する。 
食農倫理に関連する国内外の状況を文献お
よび現地調査によって把握した上で、行政と

も連携しながら実験サイトを設定し、ワーク
ショップの手法を用いて、地域の実情を反映
した「食消費ガイド」を作成する。地域の食
と農を考える委員会を立ち上げることも、実
践的な目標となる。 
食に関する知識は、食育の進展にともなっ
て個人単位では蓄積されてきているが、それ
にもとづく行動規範がますます個別化する
傾向にあるため、知識はあっても集合的な結
果に結びつかない現状にある。持続可能な食
農システムの実現に向けた集合的な食行動
規範の可能性を探究し、未来の日本および人
類の存続に貢献する。 
 
３．研究の方法 
 研究遂行は 2 部から構成される。第 1 部：
初年度は、日本におけるこれまでの有機農業
運動や地産地消運動において、環境や社会的
公正（人権）を意識した倫理的食選択行動が
どのように埋め込まれてきたのかについて、
詳細な事例調査により明らかにする。食育・
応用倫理研究における食行動倫理的要素に
ついても同様の整理をおこなう。次年度にか
けて、海外の食倫理研究と実態の動向につい
て、資料を収集する。第 2 部：27 年度中盤か
らは、地域を選定して参加型のワークショッ
プを実施することにより、地域食消費ガイド
を作成し、そのプロセスと成果を他のケース
にも拡張できるようなモデルを提示する。 
 
４．研究成果 
 研究方法のうち、第 1 部については概ね計
画どおりに進行し、北米における地域的な新
しい食消費のあり方をめざす動きについて、
紹介を主とする研究報告を積み重ねた。その
研究の過程において、持続可能な食行動規範
の埋め込みのために想定していた「食消費ガ
イド」づくりという目標を後景に退かせて、
北米やヨーロッパ中北部において広がって
いる”Food Policy Council”を参考にしながら、
地域の食の未来を住民参加で構想するため
の諮問組織「食と農の未来会議」の設立をめ
ざすことに集中するよう、研究方針を転換し
た。こうした研究方向の転換は、海外の情勢
を詳細に分析した結果であって、本研究のひ
とつの重要な成果である。 
 「食と農の未来会議」とは、現在では様々
な分野に散らばる食関連政策を統合するた
めに、各自治体範囲で設立が想定される住民
参加型の組織である。この組織の設置を最終
的な実践目標とおきつつ、秋田県能代市と京
都府亀岡市において、食と農にかかわる地域
のステークホルダーを集め、「30 年後の理想
の食卓」をテーマにした 3 回連続のワークシ
ョップを実施した。その過程において、未来
を見越した食行動倫理が、参加者間でどのよ
うに表れるかを観察、分析することも重要な
研究課題となった。 
 その結果、まず、30 年後の食の理想像が 2
つの地域で大きく異なることがわかった。そ



こには地域の食文化や、食と農について地域
が抱える社会的課題による影響が見られ、画
一的ではなく各場所の課題が反映される住
民参加型組織の有効性が確認された。さらに、
地域の未来の食を計画するにあたっては、食
と農にかかわる技術予測や地域の人々のつ
ながりについてのイメージなどが大きく作
用することも発見された。さらに、そもそも
未来を考え計画することがこれまでいかに
視野の外に置かれてきたかについても明ら
かとなり、食や農に限らずあるべき未来を考
える際の基準について、地域住民が獲得して
いくことが重要であることが発見された。さ
らに、ワークショップ参加者はそれぞれの調
査地において「食と農の未来会議」の起点と
なるネットワークを形成することになり、ア
クションリサーチとしての実践的意義も発
揮された。 
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